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（分科会2）
コロナ禍における医療・介護事業者への

経営支援について

沖縄版・企業支援セミナー第3弾
沖縄版・企業支援によるコロナへの挑戦－連携強化による事業再生支援－



REVICのご紹介



【地域経済活性化支援機構（事業再生支援）の概要】

≪組織の特徴≫

政府出資による時限的な組織

≪事業再生支援の対象≫

有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている事業者（病院・介護を含む）

≪事業再生支援に際して提供する機能≫

 金融機関の調整（債務の適正化）

 融資等（資金の出し手）

 専門人材の派遣

【これまでの支援して来た病院・介護】

 再生支援決定数（病院・介護のみ）：28件、うち公表14件（機構全体の約1/4）

地域経済活性化支援機構のご紹介
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REVICによる再生支援案件（公開案件のみ） ①

養生院 全人会 大原綜合病院 博悠会等 白銀会等

支援決定日 2010年7月7日 2010年8月24日 2011年2月10日 2011年3月31日 2012年3月22日

所在地 神奈川県鎌倉市 東京都調布市 福島県福島市 大阪府大阪市 石川県金沢市

病院の機能 ケアミックス型 療養型 急性期型 ケアミックス型 療養型

病床種類
・病床数

《一般病床》 89床
《医療療養》109床
《老健施設》 78人

《介護療養》167

床
《一般病床》624床
※本院： 429床
※センター：195床

《精神病床》182床

《一般病床》 23床
《回復期リハ》31床
《医療療養》 29床
《老健施設》 79人
《認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ》
36人

《医療療養》120床
《介護療養》 44床

再建手法 •自主再建
（親族内事業承継）

•事業スポンサーへ
の事業譲渡

•自主再建 •自主再建 •自主再建
（親族内事業承継）
•実質第二会社方式
（個人から法人）

金融支援の
内容

•債権放棄
•DDS

•債権放棄 •債権放棄 •返済条件の変更
（債権放棄なし）

•債権放棄

機構の関与 •債権買取
•新規融資
•経営人材派遣

•関係者間調整 •債権買取
•融資の保証
•経営人材派遣

•債権買取
•新規融資
•経営人材派遣

•新金融機関アレンジ
•関係者間調整
•債権買取
•経営人材派遣
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REVICによる再生支援案件（公開案件のみ） ②
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惠仁会 三栄会 盛全会等 真木会 東華会等

支援決定日 2012年3月29日 2012年4月5日 2012年4月12日 2012年4月12日 2013年5月30日

所在地 千葉県八千代市 神奈川県大和市 岡山県岡山市東区 群馬県高崎市 神奈川県相模原市

病院の機能 ケアミックス型 急性期型 急性期型 急性期型 精神科

病床種類
・病床数

セントマーガレット病院
《一般病床》195床
《医療療養》120床
朝戸病院
《医療療養》 52床

《一般病床》121床 《一般病床》 74床
《療養病床》 45床
《老健施設》 100人

真木病院
《一般病床》 140床
高崎PET総合画像
診断センター
《有床診療所》 10床

《精神病床》 205床
《老健施設》 100人
《グループホーム》108人
など

再建手法 •自主再建 •自主再建 •自主再建 •自主再建 •自主再建

金融支援の
内容

•債権放棄 •債権放棄
•DDS

•DDS •債権放棄 •債権放棄
•DDS

機構の関与 •新金融機関アレンジ
•関係者間調整
•債権買取
•経営人材派遣

•新規融資
•経営人材派遣

•関係者間調整 •関係者間調整
•債権買取
•経営人材派遣

•関係者間調整
•債権買取
•新規融資
•経営人材派遣

REVIC



REVICによる再生支援案件（公開案件のみ） ③
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宇治病院
清風会及び
ﾎｽﾋﾟﾀﾙ坂東

恵愛会
福岡県社会保険

医療協会

支援決定日 2014 年8月8日 2016年5月27日 2017年5月23日 2020年2月25日

所在地 京都府宇治市 茨城県坂東市 大分県大分市 福岡県福岡市

病院の機能 ケアミックス型 精神科 急性期型 急性期～慢性期

病床種類
・病床数

《一般病床》 50床
《障害者病床》 57床
《医療療養》 75床
《介護療養》 48床
《老健施設》 92人
《特別養護施設》 50人

《精神病床》340床
《一般病床》60床
《療養病床》50床
《老健施設》100人
《GH》30人
《訪問看護》
など

《HCU》6床
《一般病床》129床
《地域包括ケア》44床
《回復期リハ》58床

・大牟田天領病院 339床
・田川病院 335床
・直方病院 156床
・稲築病院 144床
・仲原病院 125床
・吉野病院 100床
・二瀬病院 55床
他、介護施設、看護学校

再建手法 •自主再建 •自主再建 •自主再建 •自主再生

金融支援の
内容

•債権放棄 •債権放棄 •債権放棄 •（非開示）

機構の関与 •関係者間調整
•新規融資
•経営人材派遣

•関係者間調整
•新規融資
•経営人材派遣

•関係者間調整
•経営人材派遣

•関係者間調整
•経営人材派遣



窮境原因の分類（非公表案件含む）
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 事業拡大のための設備投資
（介護施設、健診センター、透析施設等）

 身の丈に合わない過剰な機能の病院建設
 既存借入弁済前の病院建て替え

 地域ニーズにマッチしていない病院機能の強化
 目先の収支を重視した過度なダウンサイジング
 不用意な事業拡大（介護、不動産等）
 未開拓地区への移転

 オーナー退任後の職員離散
 診療方針の違いによる看板医師の退職
 内部紛争による医師退職
 医局による医師の引き上げ
 給与減、賞与遅配による看護師の退職

 職員の過剰配置
 上位の診療報酬取得による減益
 過去の関係に引きずられた業者契約
 長年相見積を取らない業者契約

窮境原因分類 代表的な例



再生計画における戦略分類（非公表案件含む）
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 一般病床を地域包括ケア病床に転換
 療養病棟を回復期リハビリ病棟に変換
 介護療養病棟を医療療養病棟に転換

 病床回転率の向上
 リハビリの強化
 請求漏れの解消

 地域連携促進による紹介患者の増加
 24時間断らない救急の受入れ

 薬品単価の引き下げ
 委託費の削減
 給与水準の見直し

 組織の見直し
 権限規程の見直し
 人事制度の見直し

再生戦略分類 代表的な例



医療・介護事業者経営に対するコロナの影響
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病院・介護事業者経営に対するコロナ影響

受診（利用）控え 各種補助金、報酬加算

マイナス要因 プラス要因

感染対策コスト（人員・設備等）
負担増

高い入院・入居稼働率

通常業務の抑制 コロナ関連事業による臨時収益
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ディスカッション①

参加者各位の取引先における
コロナ影響について



沖縄の病院・介護事業者の事業環境



沖縄の人口予測

12出所： 地域医療情報システム



医療・介護需要予測
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介護需要（全国）

介護需要（沖縄県）

医療需要（全国）

医療需要（沖縄県）

出所： 地域医療情報システム

0～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75～歳

医療 0.6 0.4 1.0 2.3 3.9

介護 1.0 9.7 87.3

（40歳～64歳1人あたりの年間費用を1とした場合）

年齢別の医療・介護費消費係数

医療需要・介護需要の将来推計
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医療供給状況

出所： 地域医療情報システム
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出所： 地域医療情報システム

介護供給状況
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XX日 想定される在院日数

地域医療構想の考え方

出所： 予防・健康・医療・介護のガバナンス改革 （2017年4月経済財政諮問会議）、社会保障・税一体改革の「医療・介護に係る
長期推計」（内閣官房）

慢性期
35.4万床

回復期
12.9万床

急性期
59.3万床

高度急性期
16.9万床

回復期
37.5万床

急性期
40.1万床

119.1万床

高度急性期
13.1万床

133.1万床

15-16日

9日

60日

回復期にシフト

2015年 2025年
必要数推計

在宅にシフト

休眠等 8.7万床

介護施設・在宅医療等
30.0万人

政策意図

長い

医療資源 入院期間

短い多い

少ない

19-20日

13-14日

75日

150日
慢性期
28.4万床 135日



地域医療構想における都道府県別の病床数過不足見込み
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出所：医療・介護情報の分析・検討ワーキンググループにおける検討内容について（社会保障制度改革推進会議）
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出所： 沖縄県 地域医療構想

沖縄県の地域医療構想

必要病床数
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出所： 沖縄県 地域医療構想

沖縄県の地域医療構想
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全国の介護サービス必要量見通し

居住系
サービス

61万人

介護保険
3施設

131万人

うち、
特養 72万人

居住系ｻｰﾋﾞｽ
39万人

特定施設 20

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ19

介護保険
3施設
96万人

うち、
特養 55

老健 35

介護療養 6

135万人

2015年 2025年
必要数推計

192万人

360万人

449万人

+57万人
(病床転換14万人)

(新規整備43万人)

+89万人

2015年 2025年
必要数推計

出所：社会保障・税一体改革の「医療・介護に係る長期推計」（内閣官房） 、介護サービス・施設事業所調査（厚労省）

入居系サービスの必要量見通し 在宅系サービスの必要量見通し
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ディスカッション②

参加者各位の取引先における
経営状況について



医療・介護事業者への経営支援のあり方
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急性期機能

診療所
（20床未満）

一般病棟

地域包括
ケア病棟

回復期
リハビリ病棟

療養病棟

後方機能

時間

医
療
資
源

老健（介護老人保健施設）

入居系ｻｰﾋﾞｽ

ケアマネ

在宅系ｻｰﾋﾞｽ

訪問診療

通所・訪問
介護サービス

医療

介護

【凡例】

特養（介護老人福祉施設）

グループホーム

介護付き有料老人ホーム

病院・介護事業者の役割分担と連携
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医療圏の状況に即した病院生き残り戦略

地域における
将来需要増加

地域における
将来需要減少
（供給過多）

地域内統合による
供給量の適正化

絶対的
ポジションの確立

ポジショニング
の見直し

コスト削減で
生き残り模索

地域における自身のポジショング：強い

地域における自身のポジショング：弱い

北部、離島

南部、中部



需要増加地域における基本戦略
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ポジショニングの明確化
密度の経済の確立を通じた
事業規模の拡大

病院 介護

地域連携とベッドコントロール機能
の強化

機能強化と保険外収入の確保

経営資源コントロール 職員の適切な配置コントロール

事業展開
戦略

オペレーション
戦略

コスト
戦略



26出所： 未来投資会議 産業協議会 次世代ヘルスケア（内閣官房）

需要減少地域における国の支援策－地域医療連携推進法人－
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需要減少地域における国の支援策－その他の各種支援策－

出所： 厚生労働省

重点支援区域

支援策

地域医療再編の実現を促進するため、重点支援区域に指定された場合、
技術的支援（データや人材の提供）や、財政的支援（下記の支援策を手
厚く配分）を提供

支援概要

病床機能再編
地域医療構想の実現に向けた自主的病床削減や、病院統合を行った場
合、財政支援を提供

地域医療介護
総合確保基金

地域医療構想の実現に向けた施設や設備整備、病床数または病床機能
の変更等の計画に対して財政支援を提供
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ディスカッション③

医療・介護事業者への
経営支援について


